












































 

 

 

 

 

 

 

 

資料－９ 要請内容の変更に関するレター 
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9.  要請内容の変更に関するレター



資料-9-2



 

 

 

 

 

 

 

 

資料－１０ 車両の稼動率低下特性 
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10. 車両の稼働率低下特性 
 

車両の稼働率低下特性について 
 
１．車両の稼働率低下に係る要因 

一般に、車両の稼働率は主に以下の要因で低下する。 
（新編自動車工学ハンドブック／社団法人自動車技術会編／図書出版社発行参照） 
(1) 製造品質 

設計及び製造により定められる車両の品質ならびに使用条件に対する適合性 
(2) 使用条件 

自然条件、走行距離、道路状況、運転技術、維持管理体制等車両使用上の諸条件 
(3) 周辺条件 

スペアパーツ入手の難易度、管理技術レベル、予算の多寡 
 

２．車両の稼働率低下特性 
車両の稼働率低下はたとえ製造品質が同じ車両であっても、その使用条件および周辺条件に大き

く左右される。 
本計画における稼働率は、本文で述べたごとく、年間の稼働日を年間総日数（365 日）で除した

値と定義し、新車時で 85％（312 日）である。 
通常、車両は 25 万 km 程度走行すると、ピストン、クランクシャフト、ベアリングなどの重要

な摺動部分の磨耗が目立ち始め稼働率が 20～25％程度低下し、第一次オーバーホールを実施す

る。これは車両の走行条件 35,000km/年（110km/日ｘ312 日）とすると、使用開始後 7 年が経

過した時点に当る。この時点を１次寿命と呼ぶ。 
１次オーバーホールにより車両の稼働率は上昇するが、新車時の 85％までは回復しない。 
その後、車両を使用続けると、重要な摺動部分のみならず他の部品の磨耗、老朽化が目立ち始め、

1 次オーバーホール後約 5 年（40 万 km）に 2 次オーバーホールが実施され重要な摺動部分のみ

ならず他の部品も交換される。 
しかしながら、稼働率の回復は新車時の 7 割程度（約 60％）である。 
さらに、車両を使用続けると 2 ごとのオーバーホールが必要となるが、稼働率は低下傾向をた

どる。 
 

３．稼働率低下のモデル化 
実際の稼働率は上記のごとくオーバーホール時にある程度回復はするものの、全体的には経過年

数（走行距離）とともに低下する傾向にある。 
従って、本計画においては、大アンマン市車両整備部門との協議により、稼動率の実績も考慮し、

使用開始後 7 年までは稼働率の低下を無視し新車時の 85％とし、以後は、年 5％低下するもの

とモデル化した。（添付図参照） 
尚、建設機械についても上記モデルで算定した稼働率は、実績稼働率より上回っており、モデル

化は妥当である。 
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図-1 車両に関する稼働率低下特性 
 
 

Working Ratio of Construction Machine
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図-2 建設機械に関する稼働率低下特性 
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